












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































日本監獄法 佐藤信安 張宗弼 同上
日本裁判所構成法 唐宝鍔 同上




































































































































































































書名 訳者 出版時期 出版社
中西関係略論 林楽知 光緒2年 上海広学会
公法便覧 丁匙良 光緒3年 同文館
公法会通 同上 同上 同上
欧州東方交渉紀 林楽知 光緒6年 江南制造局
法国律例 辛利斡 同上 同文館
各国交渉公法論 傳蘭雅 光緒20年 同上
各国交渉公法論 愈世節など 光緒22年 小倉山房
公法総論 傅蘭雅・注振声 光緒28年 上海新学会
万法精理 張相文 光緒29年 不明
国際公法志 察鍔芋編訳 同上 上海広知書局
泰西民法志 胡胎谷 光緒28年 上海広学会
泰西商律 求是斎主人 同上 求是斎刊本
民約論 楊廷棟 同上 文明書局
政治学（三篇） 混自由 同上 上海広知書局
政治涯論 麦鼎華 光緒29年 上海広学会
美国治法要略 萢僅 光緒28年 上海広学会
英吉利憲法史 政治学報訳 同上 政治学報
美国憲法提要 二西二古一早刀く兀 同上 文明書局
万国憲法制 周蓬編訳 同上 上海広知書局
（出所：田涛＝李祝環・前掲注（2）論文により整理）
（68）　陶広峰「清末民初中国比較法学的産生」法学研究1998年第1期70頁。
（69）　陶・前掲注（68）70頁。
第二節　中国における日本法の影響
??1日本民法典の継受
大清民律草案修訂の歴史的背景
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（1）大清民律草案修訂の理由
　光緒28年（1902年）に締結した「中英通商航海条約」第12条により、
「中国は自国の律例を整備し、西洋各国の律例と同一のものに改めること
を強く望んでいる。英国もまたこれに協力し、成果をあげることを願って
いる。中国の律例の情況及び裁判の方法を調査し、一切の相関事項が妥当
なものとなったと考えられるとき、英国はその治外法権を放棄することで
　　　　　　　　（1）あろう」と定めている。同様の文言が、1903年調印の「中米続議通商行船
条約」第15条にも見られる。これにより、清朝にとって、例強から治外法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）権の回収のために、法の整備が至上命題とされるに至った。
（2）民律制定の世論準備
　前述したように、光緒26（1901）年10月に張之洞、劉坤一などが、三万
六千語に及ぶ詳細な「改革意見書」が奉られ、皇帝の容れるところとなっ
ている。この張・劉の意見書に示されていた内容については、とりわけ律
法の編纂が強調されている。その大略は次のようなものである。すなわ
ち、「積年の旧弊を破るためには、育才興学が第一である。そのためには、
西欧諸国に倣いこれを摂取した日本の学制に学ぶのが最良であり、遊学に
ついても日本留学が最も効果がある。次に立国の大要には、治・富・強の
三つの道があり、それには外国から著名な法律家を聰し、法律の編纂にあ
たらせるとともに、それらを学ぶための学校を設けるのがよい。そして西
洋諸国の法律に倣う場合には、日本を範とし、西法を翻訳する際にも、日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）本訳から重訳した方が時間の節約になる。」という趣旨の内容であった。
それと同時に、張、劉らは、当時の清朝の総理衙門の名で清朝の駐外使節
に対し、「各国の有名な弁護士に、各大国一名ずつ中国に来てもらい、当
該衙門の編纂する法律の教師となってもらうように求める。広く各国の鉱
業法、鉄道法、商法、刑法の諸書を採り入れ、中国のために簡明な鉱律、
路律、商律、交渉刑律若干条を編纂する」という電文を送ることを提案
（4）
した。招聰の条件は、（1）著名でかつ大きな業績を挙げている各国の弁
護士であること、（2）中国と契約を締結すること、（3）高給で招聰する
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　　　　　　（5）こと、などである。これが中国近代最初の外国人を立法・修律に招聰する
という案であり、清末の立法において外国人専門家を招聰する発端となっ
　　　　（6）たものである。
　このようにして、実際上の立法の必要性、清朝廷による承認、帝国主義
からの支持という三点が結合して、清末に外国の法律専門家を招聰して立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）法に参与させるという特殊な現象が作り出されたと指摘される。
2　大清民律草案修訂の経過
（1）第一期
a　日本への司法考察
　光緒31年（1905年）には、修訂法律館が董康など三人を、裁判所・監獄
の調査のために、日本へ派遣したことはすでに前述した。
　その具体的な調査項目として、まず日本の裁判制度と監獄制度の視察は
もちろんであるが、もう一つの重要な任務は、日本人法律家の正式の招膀
　　（8〉であった。後に岡田朝太郎博士が「法学志林」で書いた論文「清国ノ刑法
草案二付テ」によれば、彼の招聰契約はその時に締結されたものだったと
（隻）
いフ。
　この時、一行を接待したのが、司法省参事官斎藤十一郎、監獄局事務官
小河滋次郎であり、後日小河が北京に招かれ、監獄顧問に任じられたの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）は、これが機縁となったようであると島田教授は推測した。一行は、日本
各地の裁判所・監獄を視察、司法省および監獄協会主催の講演会に参加す
　　　（11）るなどして、その間、当時の大審院部長である松岡義正との接触もあった
　　　　　　（12）という指摘もある。1906年12月に、一行は次々に北京へ戻ってきた。帰国
後、「裁判訪問録」・「監獄訪問録」と題する報告書として、刊行された。
b　民政部・憲政編査館の奏
　光緒33年（1907年）4月、民政部は民律の制定並びにその理由について
上奏した。「東西各国法律を調べたところ、公法と私法との区別がある。
公法とは国家と人民との関係を定め、すなわち刑法に類するものである。
私法とは人民と人民との関係を定め、すなわち民法に類するものである。
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両者が等しく、どちらもゆるがせにしてはならないのである。……中国の
律例は、民刑を区別しないが、……歴代律例においては、戸婚に関する諸
条文が実に民法に近いが、しかしすべてが完結性を有しない。（略）」。し
たがって、民政を遂行するために、早く民法を制定しなければならないと
　　（13）
提言した。
　同年7月に「考察政治館」が「憲政編査館」に改称され、9月5日に、
憲政編査館は、「義覆修訂法律弁法折」によれば、民法及びその附属法の
起草が三年の期限ですべて完成しなければならない、とされている。光緒
33年（1907年）10月27日、修訂法律館が改組され、沈家本、英瑞、愈廉三
を修訂法律大臣とする新組織が発足した。再び修訂法律大臣に任命された
沈家本は後に修訂法律館「修訂法律弁法折」の中に、法典の編纂について
次のような三つの具体策を提言していた。すなわち、第一に、各国の最新
法典や参考書の翻訳、第二に、尋問のために、外国の法律専門家の招聰、
　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）第三に、中国の社会事情の調査、などである。その後の大清民律草案の起
草作業は基本的にその方針に沿っていた。
（1）　王鉄崖『中外旧約章彙編第二巻』109頁参照。
（2）楊幼畑『近代中国立法史（増訂1版）』（台湾商務印書館・民国55年）73頁。
（3）大清光緒実録巻486。
（4）李貴連著・松田恵美子訳「清末の立法にみられる日本人法律家の影響」名城法
学45巻4号8頁。
（5）李・前掲注（4）8頁。
（6）李・前掲注（4）10頁。
（7）李・前掲注（4）11頁。
（8）李・前掲注（4）11頁。これに対し、董康などの日本訪問の主な目的は、法制考
察のみであって、日本人法律家の招聰という任務はなかった。董康など訪日中に岡
田博士と締結した招聴契約は主に北京の法律学堂の教習としての雇用契約であっ
た、との見解がある。愈江「大清民律（草案）考析」南京大学法律評論1998春146
頁以下。
（9）岡田朝太郎「清国ノ刑法草案二付テ」（法学志林第12巻2号、明治43年）を参
照。
（10）　島田正郎『清末における近代的法典の編纂』（創文社・昭和55年）25頁。
（11）　詳細につき、島田・前掲注（10）25頁参照。
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（12）　張晋藩主編『中国法制通史（第九巻）』（法律出版社・1999年）292頁。
（13）政治官報奏類「民政部請厘訂民律奏」、溢維和『中国近代民法史（下巻）』（漢
林出版社（台湾）・1982年）16頁。
（14）李貴連『沈家本年譜長編』（成文出版社・1992年）247頁参照。
（付記）本稿は、2000年度早稲田大学特定課題研究助成費による研究成果の一部であ
　る。
